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1. 背景・目的 

近年，世界的に海ごみの大量漂着による生態系へ

の影響などによる環境問題が起こっている．海ごみ

の大半はプラスチック製品などの生活廃棄物が 9 割

を占め，今後20年間でさらに倍増する見込みがある．

また，business-as-usual シナリオでは 2025 年までに

は，海洋中のプラスチック重量は魚の重量を上回る

と予想している 1)．海ごみの 9 割を占めるプラスチ

ック製品は河川からの流出によることが明らかにな

っている 2)． 1 度流出したごみは波や紫外線の影響

により，微細化し回収がほぼ不可能となるため，発生

源に近い河川での回収が望まれる．しかし，河川ごみ

は移動性が高く，低密度かつ広範囲に広がることに

より，発生源の特定が困難となり，ごみの発生抑制対

策の立案，清掃活動の負担等が課題である． 

 本研究は河川周辺，河川敷等で発見されるごみの

量と近隣道路の通行人口や周辺の土地利用，居住人

口との関係性を，位置情報データ等を用いて把握す

ることを目的とする． 

 

2. 研究対象地 

 研究対象地は庄内川水系（庄内川・土岐川・矢田川

の宮前橋下流）とする．土岐川・庄内川で 2021 年 4

月から 2022 年 3 月までの間投棄されたごみの撤収，

回収，現状回復に約 600 万円の費用を要している．3) 

 

3. 研究方法 

河川ごみの投棄量データは，国土交通省中部地方

整備局河川事務所の協力により得た，2021年4月から

2022年3月までの1年間に投棄されたごみの種類や場

所が示されたごみ投棄情報データを用いる．近隣道

路の通行人口データは，auユーザーのGPSデータをも

とに施設や任意の場所の通行・滞在人口を取得可能

なwebサービスKDDI-Location-Analyzer（以下KLA）

を用い，不法投棄周辺の道路の通行人口の集計を行

う．集計は2021年4月から2022年3月の1年間にごみ投

棄箇所から最も近い道路を対象とし，移動手段を徒

歩に限定し行った，またGISを用い，河口から1200ｍ

間隔で河川の中心から半径800ｍの円を作成し，土地

利用データ（国土数値情報都市地域土地利用細分メ

ッシュ，2016年度），人口データ（国勢調査小地域（町

丁・字等別），2020年度）を用いて，河川周辺の土地

利用，居住人口を集計・整理し，ごみ投棄量と投棄箇

所周辺の土地利用割合，居住人口との関係性を相関

分析，回帰分析により把握する． 

 

4. 結果 

（1）投棄ごみ集計結果 

河川パトロールでのごみ投棄報告は，粗大ごみや

家庭ごみのような規模の大きい投棄物が多く，ペッ

トボトルや空き缶などの小さな投棄物については報

告件数が少ない状況であった．なお，集計は漂流ご

みを除外し投棄ごみのみを対象としている． 

（2）ごみ投棄量と通行人口分析 

ごみ報告回数別の近隣道路の集計結果はごみの報

告回数が増えるにつれて，道路の本数は減少する傾

向にあった（図-1）．また，ごみ投棄報告がなかった

道路を含む通行人口平均値をごみ報告回数別に集計

した結果では，報告回数が多い道路ほど通行人口は

少ない傾向にあることがわかる（図-2）． 

 

図-1ごみ投棄量と通行人口（平均値） 

 

図-2ごみ投棄量と通行人口（平均値） 
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（3）通行人口と投棄ごみ種類分析結果 

ごみの種類別に，近隣道路の通行人口の平均値と

ごみ報告回数を集計した結果を図-3 に示す．ごみの

種類別に見ると，ごみ報告回数と近隣道路の通行人

口とは関連性が見られなかった． 

 

図-3ごみ種類別通行人口（平均値） 

 

(4) ごみ投棄量と周辺地域の居住人口の関係 

 ごみ報告回数と投棄箇所周辺の人口数の相関分析，

回帰分析の結果を表-1 に示す．相関係数 0.7121[-]，

決定係数 0.5710[-]という強い正の相関が得られた． 

（5）ごみ投棄量と周辺土地利用との関係 

ごみ投棄報告回数と土地利用面積割合の相関分析，

回帰分析の結果を表-1 に示す．森林は負の相関，居

住地と高層建物は正の相関が得られた． 

 

表-1ごみ投棄報告回数と居住人口・土地利用面積

割合の相関係数・回帰分析（N＝52） 

人口／ 

土地 

利用 

相関係数 p 値 回帰式 
決定 

係数 

人口 0.7121 0.0000 y=0.0019-1.1186 0.5710 

農地 -0.1552 0.2720 y = -0.0006x + 0.0356 0.0241 

森林 -0.5807 0.0000 y = -0.0133x + 0.3915 0.3372 

公共施設 0.2441 0.0812 y = 0.0005x + 0.0302 0.0596 

空地 -0.1591 0.2600 y = -0.0007x + 0.0561 0.0253 

居住地 0.6054 0.0000 y = 0.0127x + 0.4084 0.3665 

工場 -0.0258 0.8558 y = -9E-05x + 0.0301 0.0007 

道路 -0.0218 0.8780 y = -6E-05x + 0.0414 0.0005 

高層建物 0.5243 0.0001 y = 0.0015x + 0.0068 0.2749 

 

5. 考察 

ごみ報告回数が少ない箇所周辺道路の通行人口が

多く，報告回数が多い箇所周辺道路の通行人口が少

ない傾向が得られたことから「通行人口数が少ない

＝人目に付きにくい」とすると人目に付きにくい場

所にはごみ投棄が行いやすいと考えられる． 

ごみ投棄箇所周辺地域の分析について，居住人口

とごみ報告回数の相関は高い結果となった．この状

況は，居住地や高層建物といった人口との関連の深

い土地利用とごみ報告回数との関係でも同様の結果

が得られ，居住とごみ投棄との強い関係性が示唆さ

れた．ただし，本研究で用いたごみ投棄情報データは

住民からの通報を受け河川パトロールを行った結果

も含まれており，今後は報告の回数に影響を与えて

いるかを検証する必要がある． 

 

6. まとめ 

 本研究では庄内川水系を対象に投棄ごみと周辺地

域の人流の関係について分析を行った．本研究の結

果として，投棄ごみは粗大ごみ等の規模の大きな物

が多く，投棄量が多い場合，高密度に密集しているこ

とが得られた．そして投棄量が多いほど，周辺道路の

通行人口が少ない傾向がみられたが，ごみの種類と

通行人口の関係はみられなかった．また投棄量は投

棄箇所周辺に居住地が密集つまり人口が密集してい

る場合，多くなる傾向にあることが得られた． 
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